
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

 

A-4-1 第1次現地調査時（M/D）2014年11月3日（仏文） 

A-4-18 第1次現地調査時（M/D）2014年11月3日（和文仮訳） 

A-4-35 概略設計概要説明調査時討議議事録（M/D）2015年12月3日（仏文） 

A-4-61 概略設計概要説明調査時討議議事録（M/D）2015年12月3日（和文仮訳） 
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第1次現地調査時討議議事録（M/D）2014年11月3日（和文仮訳） 

  

 

 

 

 

ハイチ共和国 中央県及びアルティボニット県教育環境改善計画 協力準備調査に係る 

JICA 及び国家教育・職業訓練省の協議レジュメ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポルトープランス 2014 年 11 月 3 日 
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序文 

 

ハイチ共和国国(以下「ハイチ」と称する)政府より 2013 年 8 月 12 日に提出された要請に基づい

て、日本国政府は「中央県及びアルティボニット県教育環境改善計画」（以下「プロジェクト」と

称する）に関する協力準備調査を行うことを決定し、本調査の実施を独立行政法人国際協力機構

（以下「JICA」と称する）に委託した。 

 

JICA え 2014 年 10 月 19 日より 2014 年 12 月 12 日まで同国へ滞在する予定である。2014 年 10

月 30 日、この調査団は、国家教育・職業訓練省次官室のチームと協力準備調査の実施に関して協

議を行った。 

 

関係者との協議および現地調査の結果、両者は付属書に記載された主要な項目を確認した。 
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１．プロジェクトの目的 

本プロジェクトの目的は、中央県及びアルティボニット県において、不足する基礎教育施設を

整備・拡充することにより、基礎教育へのアクセス及び学習環境が改善されることである。 

 

２．相手国実施責任機関 

2-1．責任機関は国民教育・職業訓練省(MENFP)とする。 

2-2．実施機関は中央県及びアルティボニット県教育局（DDEC,DDEA）とする。 

2-3．本プロジェクトの関係機関の組織図は別紙 1 のとおり。 

 

３．プロジェクト対象サイト 

3-1．本プロジェクトの対象サイトは、中央県及びアルティボニット県とする。 

3-2．対象校は、別紙 2 に示される対象候補サイトの優先順位に従い、調査団と教育省にて協議を

行い、最終的な優先順位とその校数を確認する。その後、今次調査の国内解析の結果をも

とに、最終的な対象校の選定を日本側にゆだねることをハイチ側は合意した。併せて、対

象候補サイト選定基準については別紙 3 のとおりとすることで両者合意した。 

3-3．ハイチ側は別紙 2 に示されている要請校について、土地証明書を 12 月 10 日までに調査団に

提出することを約束した。なお、市役所が発行する土地証明書の上記期日までの提出後、

国税局による土地証明書の取り付けを行うこととする。 

3-4．本プロジェクトの対象サイクルはサイクル 3(7-9 学年)を基本としつつも、必要に応じてサイ

クル 1-2（1-6 学年）も対象とする。 

 

４．プロジェクトコンポーネント 

4-1．プロジェクトコンポーネントについて、ハイチ側は教室、トイレ、実験室、図書室、食堂、

教育家具、事務用管理機材等について要請した。しかしながら、調査団は教室数が不足して

いる状況からプロジェクトのコンポーネントは、教室、管理室、トイレ棟、教育家具（児童・

教員用の机・椅子、黒板）等を基本とすることを提案し、ハイチ側はこれを了承した。 

4-2．JICA による要請の妥当性を検討した上で、最終的なコンポーネントは今後の調査結果及び

日本政府の予算に基づき、日本側にて決定されるものとすることを両者確認した。 

4-3．ソフトコンポーネント（施設維持管理、防災等）については調査結果を踏まえた上で、実施

を検討する。 

4-4．災害へのリスクに備え、本プロジェクトは大規模な施設の整備を行うものではないものの、

地震やハリケーン等に備え、学校の耐久性を高めるべきであることに双方合意した。 

4-5．調査団は必要に応じて以下の内容について検討を行うものとする。 

(1) 地域の防災計画にて位置づけられた場合の避難所としての機能 

(2) 避難訓練を含む学校防災計画 

 

５．日本の無償資金協力制度 

5-1．ハイチ側は、別紙 4、別紙 5、別紙 6 に記載されている日本の一般無償資金協力制度につい

て十分に理解した。 

5-2．ハイチ側は、無償資金協力が実施される場合、プロジェクトの円滑な実施のために別紙 6 に
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記載されているとおりの必要な措置を確実に行うことを約束した。 

 

６．調査のスケジュール（予定） 

6-1．本調査団は、引き続き 2014 年 12 月 12 日まで調査を継続し、計画コンポーネントの内容お

よび技術仕様の確認、土地証書の提出結果の確認、その他必要な情報収集を行った結果をテ

クニカルノートにまとめる。 

6-2．ハイチでの現地調査結果を踏まえ、調査団は 4 月頃まで日本で国内解析を行う。JICA は、

2014 年 4 月中旬頃にハイチへ準備調査報告書（案）説明調査団を派遣する。 

6-3．両者は、上記スケジュールがそれぞれの準備状況に応じて変更となる可能性があることに合

意した。 

 

７．その他協議事項 

7-1．ハイチ側先方負担事項 

ハイチ側は、整地、外塀の建設を含むハイチ側負担事項について、適切な時期に確実に実施

すること、そのために必要な予算措置を行うことを約束した。ハイチ側による負担が必要な

事項については、調査団が 2014 年 12 月 12 日までにその具体的内容と目安となる金額を提

示し、ハイチ側は必要な予算措置を必要とされる期限内に開始することに合意した。なお、

両者は、今回現地調査期間中に提示される目安となる金額が、その後コンサルタントが行う

国内解析の結果、修正される可能性があることを了承した。 

7-2．免税措置 

調査団は、資機材の調達にかかる関税、市税・付加価値税その他の課徴金の免除を適切に措

置することを要請し、ハイチ側は日本側の意向を理解し、必要な措置を講じることを理解し

た。 

7-3．教員配置 

ハイチ側は教室が増設される学校に必要となる教員やその他人員を確実に配置することを

約束した。 

7-4．関係機関間の情報共有について 

プロジェクトの計画策定に向けて最も適切な準備が可能となるよう、ハイチ側は本プロジェ

クトに関する情報を、国家教育職業訓練省、中央県及びアルティボニット県の関係機関の間

で十分に共有することを約束した。 

7-5．必要情報の提出 

調査団は質問票に対して 2014 年 11 月 15 日までに回答文書を調査団に提出するようハイチ

側に依頼し、ハイチ側はこれを了承した。 

7-6．プロジェクト名の変更 

プロジェクト名につき、より実態に即した名称とするため、“Projet de Construction d’écoles 

publique fondamentales et de lycées”から、“Projet de Construction d’Ecoles Fondamentales des 

Départements du Centre et l’Artibonite”に変更することで双方が調整することを合意した。 

7-7．ハイチ側は本プロジェクト実施に際し、邦人関係者に対する十分な安全対策を措置すること

を約束した。 

7-8．両者は、本プロジェクト実施に際し、ハイチ政府の環境社会配慮に関する法令・規定及び JICA
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が規定する環境社会配慮ガイドラインの双方を遵守して実施する必要があることを確認し

た。 

 

 

別紙 1：関係機関の組織図 

別紙 2：要請校リストおよび優先順位  

別紙 3：対象サイト選定基準 

別紙 4：一般無償資金協力制度概要（Japanese Grant Aid (Provisional)） 

別紙 5：無償資金協力手続きのフローチャート 

(Implementation Flow of Japanese Grant after E/N and G/A) 

別紙 6：両国政府に求められる主な措置(Major Undertakings to be Taken by Each Government) 

別紙 7：2013 年 8 月 12 日付無償資金協力要請書 
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別紙 1 

 

関係機関の組織図 

 

 

ハイチ国家教育・職業訓練省（MENFP）組織図 
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別紙 2 

要請校リスト及び優先順位 

[Écoles cibles dans le département du Centre] 

 

[Écoles cibles dans le département de l'Artibonite] 

No. Nom d’école Commune Section Communale 
Ordre de 

priorité 

18 Ecole Naionale de Charles Belair  Verrettes Desarmes A 

19 Ecole Nationale de Desarmes Verrettes Desarmes A 

A :優先順位高い 

B :優先順位低い 

－ : 対象外 

 

  

No. Nom d’école Commune Section Communale 
Ordre de 

priorité 

1 Ecole Nationale de Crête-Brûlée Mirebalais 4eme Section Crête-Brûlée B 

2 Ecole Nationale de Marché-Canard Mirebalais 1ere section Gascogne B 

3 Ecole Nationale de Trianon Mirebalais 3eme Section Grand Boucan A 

4 Ecole Nationale de Village Espérance Mirebalais Mirebalais B 

5 Ecole Nationale de Baille-Tourible Thomonde Baille Trourible B 

6 Ecole Nationale d’Henry Christophe Thomonde Ville de Thomonde  A 

7 Ecole Nationale de Grande Savane Saut d’Eau Riviere-Canot － 

8 Ecole Nationale de Rivière Canot Saut d’Eau Riviere-Canot － 

9 Ecole Nationle de Destaingville Saut d’Eau La selle B 

10 Ecole Nationale de Boucan Carré  Boucan Carré Boucan Carré A 

11 Ecole Nationale d'Immaculée Conception Hinche Ville d'Hinche A 

12 Ecole Nationale de Toussaint Louverture Hinche  Ville d'Hinche A 

13 Ecole Nationale de Guy Malary Hinche Juanaria B 

14 Ecole Nationale de Marmont  Hinche Marmont A 

15 Ecole Nationale de Bouloume Thomassique Matelgate B 

16 Ecole Nationale de Dubois Rendez-Joie  Thomassique Matelgate B 

17 Ecole Nationale de Lacetacte Thomassique Matelgate B 
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別紙 3 

 

対象候補サイト選定基準 

 

1. 建設に十分な敷地が確保され、その土地所有権が確保されている学校 

2. 要請サイトが河川の河道変化によって浸食される可能性が低い学校 

3. 地盤の良好な学校 

4. 相手国政府及び他の援助機関によって同一サイトに同種計画の実施及び計画がなく、教室数が

足りていない学校 

5. 生徒数及び近隣住民数が多く、裨益性が高い学校 

6. 教員確保、運営予算確保、関係者の施設維持管理の協力が得られる学校 

7. 車両によって建設敷材を建設場所、または近辺まで運搬可能な学校 

8. 建設実施段階における施工監理の効率上、他の計画対象校から極端に離れていない学校 

9. 治安面で問題のない学校 
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別紙 4 

一般無償資金協力制度概要（Japanese Grant Aid (Provisional)） 

 

無償資金協力 

日本国政府は ODA 業務に係る質の改善を図るため組織改革を行い、その一環として 2008 年 10

月 1 日に新 JICA 法が施行された。本法及び日本国政府の決定に基づき、JICA が無償資金協力の

実施機関となった。 

無償資金協力とは被援助国に返済義務を課さないで資金を供与する援助で、被援助国が自国の経

済・社会の発展のために役立つ施設、資機材及び役務（技術あるいは輸送等）を調達するのに必

要な資金を、我が国の関係法令に従って以下のような原則により贈与するものである。日本国政

府が資材・機材、設備等を直接に調達して現物供与する形態はとっていない。 

1. 無償資金協力実施の手順 

我が国の無償資金協力は次のような手順により行われる。 

 協力準備調査 JICA により実施 

 審査及び承認 日本国政府及び JICA による審査、閣議による承認 

 実施の決定 日本国政府と被援助国間の口上書交換 

 贈与契約 JICA と被援助国間の契約締結 

 実施 贈与契約に基づくプロジェクトの実施 

2. 調査の位置づけ 

(1) 調査の内容 

JICA が実施する協力準備調査の目的は、JICA 及び日本国政府が無償資金協力の審査を行う

際に必要な基礎的資料（判断材料）を提供することであり、その内容は以下のとおりである。 

 プロジェクトの背景、目的、効果並びに実施に必要な被援助国側関関係機関の能力の確認 

 無償資金協力実施の妥当性について技術面、財政面、社会・経済面での検証 

 プロジェクトの基本構想について双方で確認 

 プロジェクトの概略設計策定 

 概略事業費の積算 

なお、要望された内容が全てそのまま協力の対象となるのではなく、我が国の無償資金協力

のスキーム等を勘案し、基本構想が確認される。 

また、無償資金協力として実施するに当たって、JICA は被援助国側の自助努力を求める立場

から被援助国にも必要な措置を求めており、この措置が実施を担当する機関以外の所管事項

である場合であってもその実施の担保を求めるものであり、最終的には被援助国政府の関係

する機関全てとの確認をミニッツにより行う。 
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(2) コンサルタントの選定 

調査の実施に際して JICA は登録業者の中からプロポーザル方式によりコンサルタントを選

定する。 

(3) 調査結果 

調査報告書は JICA によって検討され、無償資金協力の妥当性が確認された後、JICA は無償

資金協力実施に係る審査を日本国政府に提言する。 

3. 無償資金協力のスキーム 

(1) 交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A） 

無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府と被援助国政府との間

で署名され、引き続き JICA と被援助政府との間で贈与契約（G/A）が締結される。G/A は支

払条件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プロジェクトの実施に必要とされる条項

を定めるものである。 

(2) コンサルタントの選定 

技術的一貫性を保つため、協力準備調査を実施したコンサルタントは、E/N 及び G/A の後の

当該プロジェクトに引き続き従事するため、JICA によって被援助国へ推薦される。 

(3) 調達適格国 

無償資金協力の資金は、原則として、日本国又は被援助国の生産物ならびに日本国民又は被

援助国民の役務を購入するために使用される。なお、無償資金協力の資金は JICA 及び被援助

国政府（又は政府が指定する当局）が必要と認める場合には第三国（日本国又は被援助国以

外）の生産物の購入又は役務の購入にも使用することが可能である。但し、無償資金協力を

実施するに当たって必要とするプライムコントラクター、即ち、コンサルタント、施工業者

及び調達業者は「日本国民」に限定される（ここでいう「日本国民」という語は日本国の自

然人又はその支配する日本国の法人を意味する）。 

(4) 「認証」の必要性 

被援助国政府（又は政府が指定する当局）が行う「日本国民」との契約は「円貨建」で締結

され、かつ、JICA による「認証」を必要とする。「認証」は贈与財源が日本国民の税金であ

ることによる。 

(5) 被援助国に求められる措置 

無償資金協力が実施されるに際して被援助国政府は別紙のような措置等が求められる。 

(6) 「適正使用」 

無償資金協力により建設される施設及び購入される機材が、適正かつ効果的に維持され、使

用されること、並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと。また、無償資金協力によ

って負担される経費を除き必要な維持・管理費全ての経費を負担すること。 



A-4-29 

(7) 「輸出及び再輸出」 

無償資金協力により購入される生産物は被援助国より輸出あるいは再輸出されてはならない。 

(8) 銀行取極（B/A） 

a） 被援助国政府（又は指定された当局）は日本国内の銀行に被援助国政府名義の口座を開設

する必要がある。JICA は認証された契約に基づいて被援助国政府又は政府が指定する当

局が負う債務の弁済に充てるための資金を右勘定に「日本円」で支払うことにより無償資

金協力を実施する。 

b） JICAによる支払いは被援助国政府又は政府が指定する当局が発行する「支払授権書（A/P）」

に基づいて「銀行」が支払請求書を JICA に提出した時に行われる。 

(9) 支払授権書（A/P） 

被援助国政府は、銀行取極を締結した銀行に対し、支払授権書の通知手数料及び支払い手数

料を負担しなければならない。 

(10) 社会環境配慮 

被援助国政府は当該プロジェクトに対して社会環境配慮を確保しなければならない。また、

被援助国の環境規制及び「JICA 社会環境配慮ガイドライン」に従わなければならない。 
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別紙 5 

無償資金協力手続きのフローチャート 

（Implementation Flow of Japanese Grant after E/N and G/A） 

要請

案件検討

事前調査

概略調査

内容評価
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
形成調査

現地調査
国内解析

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
選定

現地調査
国内解析

概要説明
最終

報告書

案件評価

財務省折衝

ﾄﾞﾗﾌﾄ提示

閣議承認

E/N, G/A

銀行取極

ｺﾝｻﾙ契約

詳細設計
入札図書

入札・評価

工事・調達
契約

認証 A/P発行

図書承認 入札準備

施工・調達

認証 A/P発行

完工証明

運営

事後評価

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

評価調査

要
請

準
備

調
査

評
価

・
承

認
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ形

成
・
準

備
実

施
評

価
ﾌ
ｫ
ﾛ
ｰ

ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ

業務フロー

相
手

国
政

府

日
本

国
政

府

JI
C

A

ｺ
ﾝ
ｻ

ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄ

契
約

業
者

そ
の

他
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別紙 6 

両国政府に求められる主な措置 

（Major Undertakings to be Taken by Each Government） 

 

  

No. 日本政府
による負
担事項

被援助国
による負
担事項

1 ●

2

1) 建物 ●

2) 敷地外周塀 ●

3) 駐車場 ●

4) 敷地内の道路 ●

5) 敷地外の道路 ●

3

1) 電力

a. 敷地までの電力引き込み ●

b. 指定位置からの配線及び敷地内の電力供給システム ●

c. メインブレーカー、変電施設 ●

2) 給水

a. 敷地までの市水本管引込み ●

b. 敷地内の給水システム（受水槽、高架水槽） ●

3) 排水

a. 敷地までの排水本管（雨水他） ●

b. 敷地内排水システム（雑排水、雨水他） ●

4) ガス N.A. N.A.

a. 敷地までのガス本管引込み

b. 敷地内ガス配管

5) 電話 N.A. N.A.

a. 指定MDFまでの通信回線の接続

b. MDF以降の建物内の通信システム

6) 家具及び機材

a. 一般家具 ●

b. プロジェクト用機材 ●

4

1) 調達国から被援助国までの海上（空路）輸送 ●

2) 荷揚げ港からサイトまでの国内輸送 （●） （●）

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

9 ●

1) 支払い授権書（A/P）の発効手数料 ●

2) 支払い手数料 ●

10 ●

 銀行取極（B/A）に係る日本の銀行に対する手数料の負担

プロジェクトの実施に当たり、自然及び社会環境に対する配慮を行う。

項目

プロジェクトの実施に必要となる敷地の確保及び整地

以下の諸施設の建設

プロジェクトの実施に必要な電力の供給、給水、排水その他付随的なサービスの供給

被援助国の陸揚港での製品の速やかな荷卸しと通関を確実にし、国内輸送を支援する。

被援助国における物品及び役務の調達に関して課せられる関税、国内税、その他の財政的
な義務を免除を保証すること

本プロジェクトに従事する日本人または第三国人に対する入国許可、滞在許可ならびに就
労許可を与えること。

プロジェクトの実施により建設された施設や供与された機材を適切かつ効果的に運用、維持
管理する。

プロジェクトの実施に必要で、日本の無償資金協力によりカバーされない全ての費用を負担
すること
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別紙 7 

2013 年 8 月 12 日付無償資金協力要請書 
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概略設計概要説明調査時討議議事録（M/D）2015年12月3日（仏文） 
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概略設計概要説明調査時討議議事録（M/D）2015 年 12 月 3 日（和文仮訳） 

 

 

ハイチ共和国 

中央県及びアルティボニット県小中学校建設計画 

準備調査 

討議議事録 

 

ハイチ共和国（以下「ハイチ」と称す）において 2014 年 10 月から 12 月に実施された現地調査

と双方の協議、及び帰国後に実施された事業計画の検討に基いて、独立行政法人国際協力機構（以

下「JICA」と称する）は協力準備調査報告書（案）（以下「ドラフトレポート」と称す）を作成し

た。  

ドラフトレポートの内容を説明し、ハイチ国政府関係者と協議を行うため、JICA は 2015 年 11

月 26 日から 12 月 4 日まで橘秀治（人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二チーム課長）を団

長とする調査団 (以下「調査団」と称する)を派遣した。 

協議の結果、両者は添付資料に記載された主な項目について確認した。 

 

ポルトープランス、2015 年 12 月 3 日 

 

 

 

 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

                                

橘 秀治 ブーズ フィリップ ピエール 

団長 ジェネラルコーディネータ 

協力準備調査（現地調査II）団 次官室 

独立行政法人国際協力機構 次官 Renold TELFORT 氏からの権限委譲により 

 国家教育・職業訓練省 

ハイチ共和国 
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付属書 

 

1. 協力準備調査報告書（案）の内容 

ハイチ側は、調査団によって説明された協力準備調査報告書（案）の内容に合意し、これ

を受け入れた。 

 

2. 準備調査の名称 

両者は、本準備調査名を「中央県及びアルティボニット県小中学校建設計画準備調査」

“L'Étude Préparatoire du Projet de Construction d’Ecoles Fondamentales des Départements du Centre 

et de l’Artibonite”とすることを確認した。 

 

3. 本プロジェクトの対象施設・機材 

調査団は、現地調査に基づく国内解析の結果策定された協力対象となる施設・教育家具リ

ストの内容（別紙 1）について説明し、ハイチ側はこれを了解した。 

 

4. 責任機関と実施機関 

両者は、責任機関と実施機関を以下のように確認した。 

 

4-1. 責任機関は国家教育・職業訓練省 Ministry of National Education and Professional Training 

（MENFP）であり、インフラ局が中心となり、実施機関を監督する。 

 

4-2. 実施機関は中央県及びアルティボニット県の県教育局 Departmental Directorate of Education

（DDE）である。実施機関はプロジェクトの円滑な実施と関係機関による適切で適時な負

担事項の確実な実施のために、関係諸機関との調整を図るものとする。 

 

5. プロジェクト実施スケジュール 

調査団はハイチ側に、別紙 6 に記された暫定プロジェクト実施スケジュールを説明した。 

 

6. 概略事業費 

調査団は、本プロジェクトの概算事業費（別紙 3）について説明した。双方は、概算事業

費についてプロジェクトの全ての契約が結ばれるまで関係者以外の第三者に開示しないこと

を確認した。調査団は、概略事業費は概算であり変更する可能性があることを説明し、ハイ

チ側はこれを了解した。 

両者は、ドラフトレポートに記された概略事業費は概算であり、日本国政府の最終承認ま

で引き続き検討されることを確認した。 

 

7. 本プロジェクトに関する情報の秘密保持 

両者は、プロジェクトにおける全ての契約が締結されるまで、概算事業費や技術スペック
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をはじめとする本プロジェクトに関連するあらゆる資料を複製したり、第三者に開示しては

ならないことを確認した。 

 

8. 日本の無償資金協力制度と両者負担事項 

ハイチ側は 2014 年 11 月 3 日に両者が署名した協議議事録の別紙 4、別紙 5 に記載された

日本の無償資金協力の仕組みを理解し、別紙 6 に記載された項目の遂行に対して必要な措置

を取ることを合意した。調査団は改めてこれを説明し、ハイチ側は、日本の無償資金協力制

度とその手続きについて理解し、別紙 4、別紙 5 に記された日本の無償資金協力制度と手続

きとハイチ政府で必要な負担事項を理解した。両者は、別紙 7 に記された負担事項を確認し、

プロジェクト実施の前提条件である所要の予算の確保を含む必要な方策と調整を行なうこと

を確認した。また、別紙 7 は、G/A に添付されるものであり、G/A 締結前までに完成させる

必要があることを合意した。なお、別紙 7 に記載の内容は詳細設計の結果、変更が生じる可

能性があることについて双方確認した。 

 

9. 期待される成果と指標 

両者は、主要な指標と期待される成果を以下のように合意した。ハイチ側は指標の進捗を

監視し2020年の目標を達成する責任がある。 

 

[定量的効果] 

指標名 
基準値 

（2014/15 年度） 

目標値 

（2020/21 年度） 

【事業完成 3 年後】 

計画対象校における第 1-第 2 サイクル

の継続使用室可能な教室数（教室） 
61 109 

計画対象校における第 3 サイクルの継

続使用室可能な教室数（教室） 
37 88 

計画対象校における第 1-第 2 サイクル

の継続使用室可能な教室あたりの生徒

数（人） 

96 

(標準の 2.40 倍） 

54 

(標準の 1.35 倍） 

計画対象校における第 3 サイクルの継

続使用室可能な教室あたりの生徒数

（人） 

108 

(標準の 2.70 倍） 

45 

(標準の 1.13 倍） 

 

[定性的効果] 

・風通し及び採光が確保され、机や椅子などの基本的な家具の設置がなされた、良好な学習

環境を整備することにより、基礎教育の質向上に寄与する。 

・男女別トイレを整備することにより、女子生徒の教育環境が改善する。 

・耐震・耐風設計による施設であり、地震やハリケーン襲来等の災害発生時に避難施設とし

ても活用される。 
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10. ソフトコンポーネント（技術支援） 

整備される施設の持続可能な維持管理のため、以下のソフトコンポーネントがプロジェク

トのなかで計画された。ハイチ側はドラフトレポートで記載されたように、有能で適切なカ

ウンターパートを配置することを確認した。 

・整備された施設の維持と衛生教育の普及 

・防災に関する活動 

 

11. 自然災害リスクに対する考慮 

調査団は、JICA は全てのプロジェクトに対して、その実施開始前に「防災主流化」等の国

際的な潮流に合わせて、自然災害に対するリスクアセスメントを実施するよう試みているこ

とについて説明した。よって、プロジェクトは設計計画などのハード面だけではなく、防災

教育などのソフト面についても防災対策を施すよう実施されていく。 

ハイチ側は、上述された JICA の方針について理解した。よって、本プロジェクトは自然災害

リスクに対する十分な考慮がなされることとする。 

 

12. 実施中のモニタリング 

プロジェクトは、別紙 8 のプロジェクトモニタリングレポート（PMR）に従って、実施機

関により毎月モニタリングされることを両者は確認した。 

 

13. 事後評価 

また、JICA は評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基き、

プロジェクト完成 3 年後に事後評価を実施する。ハイチ側はそれに対し必要な支援をするこ

とを要請される。 

 

14. 調査のスケジュール 

JICA は準備調査の最終報告書を確認事項に従って完成させ、ハイチ側に 2016 年 6 月頃に

提出する。 

 

15. 環境社会配慮 

「JICA 環境社会配慮ガイドライン、2010 年 4 月」において、プロジェクトは環境に与える

マイナスのインパクトは最小限と考えられる。 

 

16. その他 

16-1. 施設の維持管理 

調査団は、適切な資産管理が施設の寿命や維持費に大きく影響することから、プロジ

ェクトによる施設の維持管理の重要性を説明した。ハイチ側は施設の適切な維持管理に

必要な要員と予算を用意する。年間の維持管理費は別紙 9 に記されたように見積もられ

る。 
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16-2. 土地証明書について 

両者は 2014 年 11 月 3 日に署名した協議議事録により、国税局による土地証明書を取

付けることについて合意している。教育省側は、市役所レベルの土地証明書は既に取付

け済みであり、それによりプロジェクトは実施されていくものだと説明した。しかしな

がら、調査団は遅くとも GA 締結前までに、全てのサイトに関する国税局による土地証

明書を取り付けの上、提出するよう申し入れた。  

16-3. 情報の開示 

両者は、事業費を除く調査結果は準備調査終了後に一般に開示されることを確認した。

事業費を含むすべての調査結果はプロジェクトに関するすべての契約後に一般に公開さ

れる。 

 

別紙 1 対象施設・教育家具等に係るリスト 

別紙 2 ハイチ国関係機関組織図 

別紙 3 概略事業費 

別紙 4 一般無償資金協力概要 

別紙 5 無償資金協力フローチャート 

別紙 6 事業実施工程 

別紙 7 先方負担事項 

別紙 8 プロジェクトモニタリングレポート（仏語） 

別紙 9 維持管理費の概算 
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別紙 1 

対象施設・教育家具等に係るリスト 

対象施設 

県 No. 学校名 コミューン 

優

先

度

教室棟 トイレ 

教
室

 

校
長

室
 

教
員

室
 

倉
庫

 

ブ
ー

ス
 

車
い

す
 

利
用

者
用

 

中央県 1 EN de Crête-Brûlée Mirebalais A 3 0 1 0 4 1

3 EN de Trianon Mirebalais A 6 0 1 1 6 1

6 EN d’Henry Christophe Thomonde A 9 1 1 1 8 2

9 EN de Destaingville Saut d’Eau A 6 0 1 1 6 1

10 EN de Boucan Carré Boucan Carré A 9 1 1 1 8 2

11 EN d'Immaculée Conception Hinche B 6 0 0 0 6 1

12 EN de Toussaint Louverture Hinche  A 12 0 1 1 10 2

13 EN de Guy Malary Hinche A 18 1 2 1 12 2

14 EN de Marmont  Hinche A 6 0 1 1 6 1

アルテ

ィボニッ

ト県 

18 EN de Charles Belair Verrettes A 9 1 1 1 8 2

19 EN de Desarmes Verrettes A 6 0 0 0 6 1

中央県 24 EN de Colladère Hinche A 3 0 1 0 4 1

25 EN de Los Palis Hinche A 6 0 1 1 6 1

合  計 99 4 12 9 90 18

 

教育家具 

県 No. 学校名 コミューン 

教室 校長室 教員室 

生
徒

用
1

人

掛
机

・
椅

子
 

教
員

用
 

机
・
椅

子
 

黒
板

 

校
長

室
用

机
・

椅
子

 

教
員

室
用

 
テ

ー
ブ

ル
 

教
員

室
用

 
椅

子
 

中央

県 
1 EN de Crête-Brûlée Mirebalais 120 3 6 0 1 10

3 EN de Trianon Mirebalais 240 6 12 0 1 10

6 EN d’Henry Christophe Thomonde 360 9 18 1 1 10

9 EN de Destaingville Saut d’Eau 240 6 12 0 1 10

10 EN de Boucan Carré Boucan Carré 360 9 18 1 1 10

11 EN d'Immaculée Conception Hinche 240 6 12 0 0 0

12 EN de Toussaint Louverture Hinche  480 12 24 0 1 10

13 EN de Guy Malary Hinche 720 18 36 1 2 20

14 EN de Marmont  Hinche 240 6 12 0 1 10

アルテ

ィボニ

ット県 

18 EN de Charles Belair Verrettes 360 9 18 1 1 10

19 EN de Desarmes Verrettes 240 6 12 0 0 0

中央

県 
24 EN de Colladère Hinche 120 3 6 0 1 10

25 EN de Los Palis Hinche 240 6 12 0 1 10

合  計 3,960 99 198 4 12 120
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別紙 2 

 

関係機関の組織図 

 

 

ハイチ国家教育・職業訓練省（MENFP）組織図 
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別紙 3 

 

概略事業費 

 

概略総事業費 約 1,897 百万円 13 校（建築延床面積：約 10,688.80 m2） 

費  目 概略事業費（百万円） 

施設 

校舎棟・トイレ棟建設 1,195
1,230 

教育家具費 35

間接費 210 

一般管理費 126 

実施設計費 59 

施工監理費 87 

ソフトコンポーネント費 13 

合  計 1,725 

予備的経費（建設費+設計監理費の 10%） 172 

合  計 1,897 

 

 

相手国負担事項の概算 

学校番号 負担事項 US$ 

6 学校敷地廻りの塀の設置 11,500 

10 建設予定地の整地及び樹木の移設 1,500 

11 建設予定地の整地及び樹木の移設 1,500 

12 建設予定地にある建屋基礎の解体及び撤去 1,000 

13 建設予定地の平盤整地 15,000 

14 幹線道路からサイトへの車両アクセス用スロープの設置 2,000 

18 建設予定地の整地 1,000 

19 建設予定地の整地 1,000 

24 建設予定地の整地 1,000 

- 銀行口座開設料（銀行取極 B/A） 17,067 

 合 計 52,567 

 

積算時点： 2014 年 12 月 

為替交換レート： 1 USD = 111.15 円（2014 年 9 月～2014 年 11 月までの TTS 平均値） 
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一般無償資金協力制度概要 

 

無償資金協力 

 

日本国政府はODA業務に係る質の改善を図るため組織改革を行い、その一環として2008年10

月1日に新JICA法が施行された。本法及び日本国政府の決定に基づき、JICAが無償資金協力の

実施機関となった。 

 

無償資金協力とは被援助国に返済義務を課さないで資金を供与する援助で、被援助国が自国の経

済・社会の発展のために役立つ施設、資機材及び役務（技術あるいは輸送等）を調達するのに必要

な資金を、我が国の関係法令に従って以下のような原則により贈与するものである。日本国政府が

資材・機材、設備等を直接に調達して現物供与する形態はとっていない。 

 

1. 無償資金協力実施の手順 

 

我が国の無償資金協力は次のような手順により行われる。 

 

・協力準備調査   JICAにより実施 

・審査及び承認   日本国政府及びJICAによる審査、閣議による承認 

・実施の決定    日本国政府と被援助国間の口上書交換 

・贈与契約     JICAと被援助国間の契約締結 

・実施       贈与契約に基づくプロジェクトの実施 

 

2. 調査の位置づけ 

 

（1）調査の内容 

JICAが実施する協力準備調査の目的は、JICA及び日本国政府が無償資金協力の審査を行

う際に必要な基礎的資料（判断材料）を提供することであり、その内容は以下のとおりであ

る。 

- プロジェクトの背景、目的、効果並びに実施に必要な被援助国側関関係機

関の能力の確認 

- 無償資金協力実施の妥当性について技術面、財政面、社会・経済面での検

証 

- プロジェクトの基本構想について双方で確認 

- プロジェクトの概略設計策定 

- 概略事業費の積算 

なお、要望された内容が全てそのまま協力の対象となるのではなく、我が国の無償資金協
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力のスキーム等を勘案し、基本構想が確認される。 

また、無償資金協力として実施するに当たって、JICAは被援助国側の自助努力を求める立

場から被援助国にも必要な措置を求めており、この措置が実施を担当する機関以外の所管事項

である場合であってもその実施の担保を求めるものであり、最終的には被援助国政府の関係す

る機関全てとの確認をミニッツにより行う。 

 

（2）コンサルタントの選定 

調査の実施に際してJICAは登録業者の中からプロポーザル方式によりコンサルタントを

選定する。 

 

（3）調査結果 

調査報告書はJICAによって検討され、無償資金協力の妥当性が確認された後、JICAは無

償資金協力実施に係る審査を日本国政府に提言する。 

 

3. 無償資金協力のスキーム 

 

（1）交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A） 

無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府と被援助国政府と

の間で署名され、引き続きJICAと被援助政府との間で贈与契約（G/A）が締結される。G/A

は支払条件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プロジェクトの実施に必要とされる

条項を定めるものである。 

 

（2）コンサルタントの選定 

技術的一貫性を保つため、協力準備調査を実施したコンサルタントは、E/N及びG/Aの後

の当該プロジェクトに引き続き従事するため、JICAによって被援助国へ推薦される。 

 

（3）調達適格国 

無償資金協力の資金は、原則として、日本国又は被援助国の生産物ならびに日本国民又は

被援助国民の役務を購入するために使用される。なお、無償資金協力の資金はJICA及び被

援助国政府（又は政府が指定する当局）が必要と認める場合には第三国（日本国又は被援助

国以外）の生産物の購入又は役務の購入にも使用することが可能である。但し、無償資金協

力を実施するに当たって必要とするプライムコントラクター、即ち、コンサルタント、施工

業者及び調達業者は「日本国民」に限定される（ここでいう「日本国民」という語は日本国

の自然人又はその支配する日本国の法人を意味する）。 

 

（4）「認証」の必要性 

被援助国政府（又は政府が指定する当局）が行う「日本国民」との契約は「円貨建」で締結さ

れ、かつ、JICAによる「認証」を必要とする。「認証」は贈与財源が日本国民の税金であること
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による。 

 

（5）被援助国に求められる措置 

無償資金協力が実施されるに際して被援助国政府は別紙のような措置等が求められる。 

 

（6）「適正使用」 

無償資金協力により建設される施設及び購入される機材が、適正かつ効果的に維持され、

使用されること、並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと。また、無償資金協力に

よって負担される経費を除き必要な維持・管理費全ての経費を負担すること。 

 

（7）「輸出及び再輸出」 

無償資金協力により購入される生産物は被援助国より輸出あるいは再輸出されてはなら

ない。 

 

（8）銀行取極（B/A） 

a) 被援助国政府（又は指定された当局）は日本国内の銀行に被援助国政府名義の口座を開

設する必要がある。JICAは認証された契約に基づいて被援助国政府又は政府が指定する

当局が負う債務の弁済に充てるための資金を右勘定に「日本円」で支払うことにより無

償資金協力を実施する。 

b) JICAによる支払いは被援助国政府又は政府が指定する当局が発行する「支払授権書

（A/P）」に基づいて「銀行」が支払請求書をJICAに提出した時に行われる。 

 

（9）支払授権書（A/P） 

被援助国政府は、銀行取極を締結した銀行に対し、支払授権書の通知手数料及び支払い手

数料を負担しなければならない。 

 

（10）社会環境配慮 

被援助国政府は当該プロジェクトに対して社会環境配慮を確保しなければならない。

また、被援助国の環境規制及び「JICA社会環境配慮ガイドライン」に従わなければな

らない。 
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無償資金協力手続きのフローチャート 

（Implementation Flow of Japanese Grant after E/N and G/A） 

要請

案件検討

事前調査

概略調査

内容評価
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
形成調査

現地調査
国内解析

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
選定

現地調査
国内解析

概要説明
最終

報告書

案件評価

財務省折衝

ﾄﾞﾗﾌﾄ提示

閣議承認

E/N, G/A

銀行取極

ｺﾝｻﾙ契約

詳細設計
入札図書

入札・評価

工事・調達
契約

認証 A/P発行

図書承認 入札準備

施工・調達

認証 A/P発行

完工証明

運営

事後評価
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別紙6 

 

事業実施工程 

 
  

月

（現地調査）

（詳細設計）

（入札図書作成）

（入札図書承認）

(入札事前資格審査）

（入札図書配布・入札）

（入札評価・業者契約） ［計：6.5ヶ月］

【施設建設】

（準備工事）

（基礎工事）

（躯体工事）

（仕上工事）

（太陽光発電設備工事）

（検査・引渡） ［計：14.0ヶ月］

：現地作業 ：国内作業

詳
細
設
計
・
入
札
管
理

施
設
建
設

1 2 3 4 141312111098765 1918171615



A-4-74 

別紙7 

ハイチ国政府による主要な負担事項 
 
1. 入札前までに行う必要がある項目 

No. 項目 締切 担当 
金額 

(USD) 
備考 

1 銀行取極め（B/A）の手続き及び銀行口座の開設 G/A締結後 
一ヶ月以内 

教育省 
17,067  

2 本プロジェクトの工事に必要な以下の用地・敷地などの提

供・確保 
1) 建設のためのプロジェクト用地(10,688.80 m2, ) 
2) 建設予定地から近い資材置場／仮設用地 
3) 建設予定地から近い土取場、建設廃棄物の処分場 
4) EN-6校への学校廻りの塀の設置 

入札図書の通知

前まで 
教育省  

 
 
 
 
4)  11,500 

 

3 建築許可、ライセンス、公認などの取得  
(1) 教育省/DGSの技官による図面の確認及び承認 
(2) MTPTCによる審査及び承認. 
(3) 地方自治体による建設許可 

入札図書の通知

前まで 
教育省  

(1) 
(2) 
(3)    20 

 

4 支障物の撤去及び整地並びに埋め立て 
1) 支障物の撤去 
2) 既存の設置物に関して 
 EN-12校の建設予定地にある建屋基礎の解体及び撤去

3) プロジェクトサイトの整地並びに埋め立て 
 EN-10校及びEN-11校の建設予定地の整地及び樹木の移

設 
 EN-13校の建設予定地の平盤整地 
 EN-14校における、幹線道路からサイトへの車両アクセ

ス用スロープの設置 
 EN-18校及びEN-19校並びにEN-24校の建設予定地の整

地 

入札図書の通知

前まで 
教育省  

1)  N/A 
2)   1,000 

 
3)  23,000 

 

 
2. 事業実施中に行う必要がある項目 

No. 項目 締切 担当 
金額 

(USD) 
備考 

1 銀行取極め（B/A）に基づいた日本の銀行業務に係る下記の

手数料の負担 
    

 1) 支払授権書（A/P）の通知手数料 契約締結後から

一ヶ月以内 
教育省 

  

 2) 支払授権書（A/P）の発行手数料 支払い毎 教育省   

2 相手国の荷揚げ港における、物品の迅速な荷揚げ及び通関・

免税措置の実施 
    

 1) 荷揚げ港における、物品の免税と通関措置 プロジェクト

実施機関中 
教育省/ 
財務省 

  

3 契約上必要となる物品及びサービスへの貢献が必要とされ

る日本人または第三国人に対し、ハイチ共和国への入国及

び、滞在に必要な便宜を図る。 

プロジェクト

実施期間中 
教育省/ 
財務省 

  

4 ハイチ共和国における物品及び役務の調達に関して課せら

れる関税・国内税、その他の租税・課徴金などの財政的な義

務等に対する免税やハイチ側関係組織によるグラントを使

用しない負担措置 
（関税・国内税、その他の租税・課徴金には、契約に基づき、

物品やサービスの供給に係り、相手国にて課せられるであろ

うVAT、商業税、日本人の所得税及び法人税、住民税、燃油

税などを含むが、これだけに限らない。） 

プロジェクト

実施期間中 
教育省/ 
財務省 
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5 我が国の無償資金協力に含まれていない費用で、機材の設置

や輸送を含む建設に必要な他の全ての費用の負担 
プロジェクト

実施期間中 
教育省   

6 下記の建設・設置  
 1) プロジェクトサイト外のアクセス道路 N/A 
 2) 敷地外周の門塀 N/A 

7 家具及び什器備品などの供給（我が国の無償資金協力に含ま

れていない一般家具及び什器備品） 
    

 1) 一般家具及び什器備品 教育省  

 2) 教材  教育省  

8 適切な人数の教職員の確保  教育省 7,300/年  

9 既存教室の適切且つ効果的な維持管理の実施   教育省   

10 自然及び社会環境に対する配慮ハイチの法律やJICAのガイ

ドラインの順守 
 教育省   

 
3. 事業完了後に行う必要がある項目 

No. 項目 締切 担当 
金額 

(USD) 
備考 

1 無償資金協力で建設された施設及び調達機材の適切な維持

管理及び使用 
1) 維持管理費の割り当て 
2) 使用及び維持管理の組織・システム 
3) 日常のチェック/定期的な検査 
4) 適切な安全対策の実施 

完工後 教育省 70,252/年  

(B/A: 銀行取極め, A/P: 支払授権書, N/A: 適用外) 
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日本のグラントによる主要な負担事項 
 

No. 項目 締切 

コスト 

見積もり 

（百万円）* 

 

1 建設費 

 1,566 

 

 - 建屋の建設 

- 家具 

 

 1) 相手国の荷揚げ港における、物品の迅速な荷揚げ及び通関・免

税措置に係る費用負担 

 

 a) 日本から相手国への物品の海上（航空）輸送費  

 b) 相手国の荷揚げ港からプロジェクトサイトまでの国内輸送費  

2 詳細設計、入札補助、施工監理、ソフトコンポーネントの実施に

係る費用（コンサルタント） 
 159 

 

3 予備的経費  172  

 合  計  1,897  

*：コスト見積もりは暫定的なものであり、確定には日本政府の承認を必要とする。 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 

Rapport de Suivi du Projet 
 

Projet de Construction d’Écoles Fondamentales des Départements 
du Centre et de l’Artibonite 

en République d’Haïti 
Accord de Don No. XXXXXXX 

Mois  20XX 
 
Information sur l’organisation 
 

Autorité 
(Signataire de 
l’A/D  

     
Personne en charge      
   (Service)     
Coordonnées   Adresse:      
   Téléphone /FAX:     
   Email:       

Organisme 
responsable 

Ministère de l'Education Nationale et de la Formation Professionnelle 
Personne en charge      
   (Service)     
Coordonnées   Adresse:      
   Téléphone /FAX:     
   Email:       

Organisme 
d’exécution 

Direction Départementale d’Éducation 
Personne en charge      
   (Service)     
Coordonnées   Adresse:      
   Téléphone /FAX:     
   Email:       

 
Grandes lignes de l’Accord de Don:  
 

Source de financement Gouvernement du Japon: Montant n’excédant pas JPY         mil. 
Gouvernement du (          ):                  

Titre du projet Projet de Construction d’Écoles Fondamentales des Départements 
du Centre et de l’Artibonite 

E/N Date de signature: 
Durée: 

A/D Date de signature: 
Durée: 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 

1:  Description du projet  
 
1-1 Objectif du Projet  
 

 

 
1-2 Nécessité du projet et sa priorité  

- La cohérence avec la politique de développement, le plan sectoriel, les plans de 
développement national et régional, et la demande du groupe cible et du pays 
bénéficiaire 

 
 
 
 

 
1-3 Efficacités et indicateurs 

- L’efficacité du projet 

 
Effet quantitatif（Indicateurs de fonctionnement et d’effet） 

Indicateurs Initial (Année       ) Cible (Année      ) 
   
   
   
Effet quantitatif 

 

 

2:  Exécution du projet 
 
2-1 Etendue du projet  

Tableau 2-1-1a: Comparaison entre l’emplacement initial et l’emplacement actuel 

Emplacement 
Initial: (PV) 
 
Pièce(s) attaché(s): Carte 

Actuel: (Rapport de Suivit du Projet 
(RSP) et Rapport d’Achèvement du 
Projet(RAP)) 
 
Pièce(s) attaché(s): Carte 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 
Tableau 2-1-1b: Comparaison entre l’étendue initiale et l’étendue actuelle 

Désignation Initiale Actuelle 
（PV） （PV） （RSP et RAP） 
  Veuillez indiquer non   

seulement la prévision la plus 
récente mais aussi des 
révisions apportées dans le 
passé chronologiquement 

La “composante soft” 
doit être compris dans 
les “items”. 

 Tout changement de 
conception doit être consigné, 
quel que soit son degré 

 
2-2 Calendrier d’exécution 
2-2-1 Calendrier d’exécution 

Tableau 2-2-1: Comparaison entre le calendrier initial et le calendrier actuel 

Désignation 

Initial 

Actuel 
Projet de 

Conception 
Générale 

(PCG) 

A/D 

    
【PV】 （PV）  （RSP,RAP） 
   Date de révision 
    
    

La “composante soft” doit 
être inclus dans les 
“items”. 

 

 Veuillez indiquer non seulement la 
prévision la plus récente mais aussi 
des révisions apportées dans le passé 
chronologiquement. 

    
    
Date d’achèvement du 

Projet 
 

 
 

    
* La date d’achèvement est définie pour                       au moment de A/D. 
 
2-2-2 Raisons de changements de calendrier, et leurs répercussions sur le projet 

 
（RSP et RAP） 
 
 
 

 
2-3 Mesures à prendre par chaque gouvernement  
2-3-1 Principales mesures à prendre  

Voir la pièce jointe 2. 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 
2-3-2 Activités 
 Voir la pièce jointe 3. 
 
2-3-3 Rapport sur le “Record of Discussions”(RD) 
 Voir la pièce jointe 4. 
 
2-4 Coût du projet 
2-4-1 Coût du projet 
 

Tableau 2-4-1: Comparaison entre le coût initialement prévu et le coût actuel pris en charge par le  
gouvernement du Japon 

(Confidentiel jusqu'à l'adjudication) 
Désignation Coût 

(Million Yen) 
 Initial Actuel Initial Actuel 

Construction 
d’installation 
(ou 
équipment) 

La “composante soft” 
doit être inclus dans 
les “items”. 

  Veuillez indiquer non 
seulement la prévision la 
plus récente mais aussi des 
révisions apportées dans le 
passé chronologiquement 

Services du 
consultants 

- Conception détaillée 
-Gestion des marchés 
-Supervision des 
travaux de 
construction 

   

Imprévus   

Total   

Note:  1) Date d’estimation:  
2) Taux de change: 1Dollar US =   Yen 

 
Table 2-4-1b Comparaison entre le coût initialement prévu et le coût actuel pris en charge par le 

gouvernement de XX 
Items Coût 

(Million USD) 
 Initial Actuel Initial Actuel 
    Veuillez indiquer 

non seulement la 
prévision la plus 

récente mais aussi 
des révisions 

apportées dans le 
passé 

chronologiquement. 
Total   

Note:  1) Date d’estimation:  
2) Taux de change : 1 Dollar US =  (monaie locale) 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 
2-4-2 S’il y a un écart important entre le montant initialement prévu et le montant actuel, 

indiquez la (les) raison(s), les mesures d’amélioration prises et leurs résultats 

（RSP, RAP） 

 

 
2-5 Organisation de mise en œuvre 
2-5-1 Organisme d’exécution: Ministère de l'Education Nationale et de la Formation Professionnelle 

- Son rôle, situation financière, capacité, recouvrement des coûts etc., 
- Organigramme incluant le service en charge de l’exécution et le nombre d’employés 

Initial: （PV） 

 

Actuel, s’il y a eu un changement: （RSP et RAP） 

 
 
2-6 Impacts environnemental et social 

Rapport sur la base de la liste de vérification environnementale et le formulaire de suivi 

accordés (voir la pièce jointe 4) 

 

3: Gestion et maintenance (O&M) 
 
3-1 Gestion de l’O&M 

- Organigramme pour l’O&M  
- Système d’opération et de maintenance (la structure, le nombre, la qualification et la 

compétence du personnel, et autres conditions requises pour assurer la maintenance 
correcte des produits et des biens obtenus du projet tels que les manuels, les 
installations, les équipements pour l’entretien, les pièces de rechanges etc.,) 

 

Initial: (PV) 

 

 

Actuel: (RAP） 

 

 
 
3-2 Coût et budget de l’O&M 

- Le coût annuel de l’O&M pendant l’exécution du projet, le coût connu 
jusqu’aujourd’hui, le budget annuel pour l’O&M 

 

Initial: (PV) 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 

- Les risques et les problèmes, si cela existe, qui pourraient influer sur la mise en œuvre, 
les résultats et la durabilité du projet, et les mesures à prendre 

 
Problèmes au départ et mesures y afférentes: (PV) 
Risques potentiels du projet Evaluation 
1.  Probabilité: H/M/B 
(Description du risque) Impact: H/M/B 

Analyses de probabilité et d’impact: 
 
 
Mesures de mitigation: 
 
 
Action durant la mise en œuvre: 
 
 
Plan d’urgence (éventuellement): 
 

2.  Probabilité: H/M/B 
(Description du risque) Impact: H/M/B 

Analyses de probabilité et d’impact: 
 
 
Mesures de mitigation: 
 
 
Action durant la mise en œuvre: 
 
 
Plan d’urgence (éventuellement): 
 

3.  Probabilité: H/M/B 
(Description du risque) Impact: H/M/B 

Analyses de probabilité et d’impact: 
 
Mesures de mitigation: 
 
Action durant la mise en œuvre: 
 
Plan d’urgence (éventuellement): 
 

Problèmes actuels et mesures prises 
(RSP et RAP) 
 
 
 

4: Précautions (Gestion des risques) 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 

5: Evaluation lors de l’achèvement du Project et plan de suivi 
 
5-1 Evaluation générale 

Décrivez votre évaluation générale sur le projet  

 

(RAP) 

 

 

 

 
5-2 Leçons tirées et recommendations 

Veuillez décrire les leçons tirées de l’expérience du projet, qui pourraient être exploitées 

dans le cadre de l’assistance future ou des projets similaires, et des recommandations qui 

pourraient être utiles pour réaliser les effets et l’ impact attendus du projet, et pour 

assurer sa durabilité.  

 

（RAP） 

 

 

 
 
5-3 Plan de suivi relatif aux indicateurs pour la post-évaluation 

Veuillez décrire les méthodes de suivi, la (les) section(s) ou le (les) département(s) en 

charge du suivi, la fréquence, et la durée du suivi des indicateurs mentionnés à l’alinéa 

1-3. 

 

（RAP） 
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A/D No. XXXXXXX 

RSP établi le Jour/Mois/Année 
 
Pièces jointes 
 
1． Carte de localisation du Projet  
2． Mesures à prendre par chaque gouvernement  
3． Rapport mensuel  
4． Raport sur le RD (Record of Discussion) 
5． Rapport de suivi sur les considérations environnementale et sociale  
6． Fiche de suivi sur les prix des matériels indiqués (Trimestriel)   
7． Rapport sur la proportion des achats (pays bénéficiaire, Japon et pays tiers)  

(seulement le rapport d’achèvement) 
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別紙 9 

 

維持管理費の概算（13 校分） 

 

項  目 数量 単位
単価 

（US$）
金額 
(US$) 

年間金額 
（US$） 

備 考 

(1) 校舎鋼製建具塗装 1,650 ㎡ 10.00 16,500 1,650 1 回／10 年 

(2) トイレ鋼製建具塗装 750 ㎡ 10.00 7,500 750 1 回／10 年 

(3) 校舎外壁塗装 8,900 ㎡ 17.00 151,300 10,087 1 回／15 年 

(4) 校舎内壁及び天井塗装 15,300 ㎡ 14.00 214,200 14,280 1 回／15 年 

(5) トイレ外壁塗装 1,600 ㎡ 17.00 27,200 1,813 1 回／15 年 

(6) トイレ内壁塗装 1,250 ㎡ 14.00 17,500 1,167 1 回／15 年 

(7) 黒板塗装 198 枚 115.00 22,770 11,385 1 回／2 年 

(8) スチール手摺塗装 2,300 ㎡ 19.00 43,700 4,370 1 回／10 年 

(9) 太陽光発電設備 

（蓄電池交換） 
99 教室 2,500.00 247,500 24,750 1 回／10 年 

合  計  70,252 ／年 

注：上記「年間金額」は各項目の維持管理に掛かる 1 年間当たりの必要費用である。 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.ソフトコンポーネント計画書 
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ハイチ国中央県及びアルティボニット県小中学校建設計画準備調査 

ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

本プロジェクトにおけるソフトコンポーネントは①学校施設維持管理及び保健・衛生に関

する教育と啓発、②防災教育と意識啓発を計画する。 

1） 学校施設維持管理及び保健・衛生に関する教育と啓発 

a. 学校施設維持管理 

学校施設の運営・維持管理は、学校、父母会、コミュニティ、行政等の協力のもとに実施

している。 

全公立校の施設維持管理予算として 50,000,000 グルド（約 1 億円）が教育職業訓練省（以

下、「MENFP」という。）予算として計上されている。本計画対象校の維持管理は、各学校

は、施設修理の必要性が生じた際に、各県教育局に所属する視学官及び父母会並びにコミュ

ニティと修理方法を協議し、同視学官へ修理を要請する。要請を受けた視学官が所属する各

県教育局に報告すると、各県教育局が要請内容の検討及びコストの調整を行い、その後修理

費用を支払う。 

しかし、調査団による全 25 校のサイト調査における関係者集会等を通じて聴取したとこ

ろ、政府による一定の施設維持管理体制は整っている一方で、学校からの修理要請に対して、

政府側は迅速な対応をすることが困難な状況である。そのため、多くの学校において、軽微な修

理に関しては、父母会及びコミュニティがその費用を負担していることが多く見られる。本計

画対象校の全校において父母会が設置されており、各学校における父母会の活動内容は①定

期的な父母会の開催、②父母負担金の徴収と管理、③学校施設・資機材の修理・保全管理、

④父母と生徒に対する施設維持管理に関する啓発、⑤教師への維持管理活動支援、⑥新学期

開始前の学校清掃及び整備並びに修理等である。ほとんどの学校にて維持管理費の補完は父

母会及びコミュニティの支援により賄われているのが実態である。従って、良好な教育環境

の整備には、政府による維持管理体制だけでは不十分だと考えられ、学校関係者と地域住民

が、視学官及び県教育局との連携を促進することによる、学校の維持管理体制の強化が不可

欠である。 

b. 保健・衛生に関する教育と啓発 

学校の保健・衛生環境は、2010 年にコレラが流行して以来、各学校とも石鹸を用いた手洗

励行を薦めており、近年は各学校内での発症はない。校内清掃は、基本的に清掃員（ガード

マンや事務員）が担当しているが、生徒によるゴミ収集を行っている学校もあり、校内は概

ね整然と保たれている。 

一方、本計画対象校全校において便槽式（ラットリン）のトイレが設置されており、便槽

が満杯になるまで使用された後は、放棄されていることが多い。本来、ラットリンには汲み

取り口があり、定期的に便槽の汲み取り及び消毒が行われ、衛生的に使用されるべきである。

首都ポルトープランス（西県）では、便槽汲み取りの専門業者である JEDCO 社が吸引機付

タンク車（バキュームカー）にて施設便槽内の汚泥の汲み取り及び処理を行っているが、中

央県及びアルティボニット県を含む他県においては汲み取り業者が存在しない。不適切な方

法で便槽の手動汲み取りを行えばコレラ等の感染症が蔓延する可能性があるため、敬遠され

ており、実施されていない。消毒液等による清掃は実施されているものの、不十分である。

生徒のほとんどが悪臭や不衛生なトイレの利用を拒む状況であり、良好な保健・衛生環境と

は言い難い。また、対象校全校において水道設備が整備されておらず、食事前や排便後の手洗

いはバケツ等を用いて行われている学校もあるものの、十分とは言えない。特に対象地区の一つ

であるミルバレ地区は、2014 年の国家保健運動においてコレラ発生リスクが非常に高い地域と

して認定されているが、同地区を含む対象地区の学校においては、不衛生な学校環境によって生
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じる感染症等のリスクやその予防についての理解が徹底されておらず、結果的に、便槽の定期的

な汲み取りやトイレの清掃は十分になされていない。また、雨水貯留タンクのある学校も適切

な水質管理が行われていない。 

よって、学校及び父母会並びにコミュニティに対し、学校環境を衛生的に保ち、感染症のリス

クや感染症から身を守ることについての理解を促し、適切な方法による便槽の定期的な汲み取

り及びトイレの清掃並びに手洗い指導等を実施するための指導・啓発が必要とされる。 

2） 防災教育と意識啓発 

ハイチ国はハリケーン常襲地であり、学校が避難所に指定されていることが多い。2010
年には地震により約 30 万人の被害が発生していることから、今後の災害発生の可能性があ

る。 

ハイチ国における防災を担う内務・地方行政省（Ministère de l’Intérieur et des Collectivités 
Territoriales）／市民保護局（Direction de la Protection Civile、以下、「DPC」という。）は、2010
年の震災後に災害時の危機管理組織づくりに着手し、防災に関する一定の体制を整備してい

る。他方で、学校における防災の取り組みは活発になされていない。DPC は、施設建設の際の

耐震及び耐風化設計に加え、安全で良好なアクセスである場所及び地域にて施設建設が行われる

ことを重要視しており、健常者だけではなく、身障者や高齢者の避難も可能な避難施設の設置を

求めている。また、一部のコミュニティにおいてハザードマップ等が作成されているものの、

住民への公表はされていない。よって、橋梁がない河川において水位上昇時の避難の際に無

理に渡河して死亡するケース等が発生している。そのため、学校関係者の地震やハリケーン

等の自然災害のリスクや災害時の避難経路及び方法についての理解を促進し、災害種に応じた避

難計画策定や避難訓練を実施することができるよう、学校側への指導・支援及び災害時の連絡体

制の強化が必要とされる。 

本計画による学校施設整備に伴い、学校が避難場所として指定される見込みが高く、避難

経路・避難方法の設定及び公表が必要となる。その適切な実施のため、学校管理者や教職員

等の学校関係者はハリケーン及び地震並びに洪水等の災害種毎のリスクを正しく認識し、災

害発生時間帯毎の避難経路や避難方法等を含む災害種に応じた避難計画策定や避難訓練を

実施する能力を有することが求められる。そのため、DPC の学校側への指導・支援及び災

害情報連絡手段を含めた体制の強化が必要である。 

さらに学校関係者は、想定すべき災害種について、生徒はもちろん、彼らを通して保護者

等に周知させ、その危険性や発災時の対策についての認識を高め、学校及び地域の防災力向

上に努めることが求められる。 

なお、本プロジェクト対象校への災害のリスクは少ないものの、表 1 に示す中央県の 3 校

においては、近傍の河川等による洪水浸水被災の危険性が懸念される地域にあり、洪水浸水

を想定したハザードマップ作成が必要である。 

 

表 1 洪水浸水被災の可能性が存在する地域にある学校 

No. 県 学校名 近傍河川名 

11 中央県 Ecole Nationale d’ Immaculee Conception Guwayamouco川 

12 中央県 Ecole Nationale de Toussaint Louverture Guwayamouco川 

25 中央県 Ecole Nationale de Los Palis Guwayamouco川 

 

 (2) ソフトコンポーネントの目標 

本ソフトコンポーネントにて MENFP、DDE、学校、父母会及びコミュニティに対し、1）
学校施設の維持管理及び保健・衛生に対する意識の向上、2）防災に対する意識の向上の二

つを目標とする。 
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1） 学校施設の維持管理及び保健・衛生に対する意識の向上 

本ソフトコンポーネントは、行政が関与した体制において運営・維持管理の主な担い手で

ある対象校の学校や父母会及びコミュニティに対して、本計画対象施設の維持管理及び保

健・衛生活動が持続的かつ円滑に行われるような素地づくり、オーナシップ意識の醸成を目

指す。また、行政側がその後のモニタリング・指導活動が友好的・効率的に行えるよう、ツ

ールの整備を行い、維持管理及び保健・衛生に対する意識の向上を図ることとする。 

2） 防災に対する意識の向上 

本ソフトコンポーネントは、行政が関与した体制において対象校の父母会、コミュニティ

及び学校が、ハリケーン、地震、洪水等の基本的な防災知識を得て、災害種毎のリスクを正

しく認識し、災害種に応じた避難計画策定や避難訓練を実施する能力を身につけることを目

指す。そのため、DPC の学校側への指導・支援及び災害情報連絡手段を含めた体制の強化

を図り、生徒はもちろん、彼らを通して保護者等にもその体制について周知させ、生徒や保

護者がその危険性や発災時の対策についての認識を高め、学校及び地域の防災に対する意識

の向上を図ることとする。 
 

(3) ソフトコンポーネントの成果 

本ソフトコンポーネントの成果は以下に示す通りである。 

1） 学校施設維持管理に関する意識啓発 

a. 本ソフトコンポーネント完了時の成果 
 ハイチ国側実施機関（MENF 及び DDE）及びコンサルタントにより維持管理マニュアル

が作成され、対象校にマニュアルが配布される。 
 中央県及びアルティボニット県 DDE が作成する維持管理マニュアルを基に父母会、コミ

ュニティ、学校管理者及び教職員が主体的に各学校の維持管理改善に関わる体制が整備さ

れる。 

b. 本ソフトコンポーネント完了後の持続的成果 
 対象校の父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員が、維持管理及び学校施設維持管

理計画・資金計画の重要性を理解し、それらが持続的に実施される。 
 対象校の父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員が、学校施設状況を把握し、建物

本体の劣化・破損箇所の改修もしくは修繕を行う。また、生徒に対する施設の適切な使用

や清掃・維持管理に関する指導及び啓発活動が自主的に実施される。 
 対象校の父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員が、学校附帯家具（黒板、机、い

す、窓枠等）の劣化・破損箇所の修繕を自主的に実施する。また、生徒に対する学校附帯

家具の適切な使用や維持管理の指導・啓発活動が自主的に実施される。 
 ハイチ国側実施機関（MENFP 及び DDE）及びコンサルタントにより作成されるモニタリ

ング・マニュアルを基に各校の維持管理実施状況が DDE に把握される。 

c. 本ソフトコンポーネントの中長期的成果 
 対象校の DDE が維持管理活動に関わることにより、行政側が教育現場への理解を深める

とともに、他校に対する維持管理活動の普及が促進される。 

2） 保健・衛生に関する教育と啓発 

a. 本ソフトコンポーネント完了時の成果 
 ハイチ国側実施機関（MENF 及び DDE）及びコンサルタントにより保健・衛生管理マニ

ュアルが作成され、対象校にマニュアルが配布される。 
 ハイチ国側実施機関（MENF 及び DDE）及びコンサルタントの手洗い啓発により、学校

管理者及び教職員並びに生徒の保健・衛生意識が高まる。 
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 ハイチ国側実施機関（MENFP 及び DDE）及びコンサルタントによるワークショップの開

催により、対象校の父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員並びに生徒の教室・ト

イレ清掃の励行、保健・衛生管理活動の必要性に対する理解が深まる。 
 ハイチ国側実施機関（MENFP 及び DDE）及びコンサルタントによるコレラ等の感染症に

対する対策の指導により、トイレ便槽の消毒及び汲み取り方法が検討され、マニュアル化

される。またコンサルタントは、首都ポルトープランス同様に便槽汲み取りの専門業者に

よる吸引機付タンク車等の機械式汲み取りの実施可能性を検討し、ハイチ国側実施機関に

も必要性が理解される。 
 下記パンフレットやポスターのような教育省、保健省、上下水道公社（以下、「DINEPA」

という。）及び各ドナーの保健・衛生教育ツールを利用し、ハイチ国側実施機関（MENFP
及び DDE）が、コンサルタントと共に啓発活動を行うことにより、生徒や教職員が食事前

や排便後の手洗いの必要性を理解する。 
 

 
保健・衛生教育パンフレット 

MENFP 作成 

手洗い啓蒙ポスター 

MENFP、MSPP、DINEPA、UNICEF 他 
共同作成 

 

b. 本ソフトコンポーネント完了後の持続的成果 
 対象校の父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員並びに生徒が教室・トイレを清潔

で衛生的に保つ必要性を理解し、掃除当番制の導入や一斉掃除が実施される。 
 ハイチ国側実施機関（MENFP 及び DDE）及びコンサルタントにより作成されるモニタリ

ング・マニュアルを基に各校の保健・衛生管理活動の実施状況が DDE に把握される。 

c. 本ソフトコンポーネントの中長期的成果 
 対象校の DDE が保健衛生活動に関わることにより、行政側が教育現場への理解を深める

とともに、他校に対する保健衛生活動の普及が促進される。 
 ハイチ国側実施機関（MENFP 及び DDE）及びコンサルタントのトイレの汲み取り及び清

掃啓発により、生徒がトイレを利用することが可能となり、施設内の保健・衛生状態が改

善される。 

3） 防災教育と意識啓発 

a. 本ソフトコンポーネント完了時の成果 
 ハイチ国側実施機関（MENFP、DDE 及び県 DPC）及び学校関係者が、計画対象全校及び
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周辺において発生する可能性のある土砂災害、洪水災害、風害、地震災害等の基本的な防

災知識を得て、想定される被害について正しく理解する。 
 ハイチ国側実施機関（MENFP、DDE 及び県 DPC）は、対象校（あるいは対象校を所管す

る自治体）のハザードマップを整備する。 
 生徒や保護者が、ハイチ国側実施機関（MENFP、DDE 及び県 DPC）及びコンサルタント

により作成される各校のハザードマップにより、災害時避難経路、避難方法等を理解する。 

b. 本ソフトコンポーネント完了後の持続的成果 
 ハイチ国側実施機関（MENFP、DDE 及び県 DPC）が、モデル校（2 校）を対象に実施さ

れた避難訓練をモデルとして、他の計画対象校における避難訓練を実施する。 
 父母会、コミュニティ、学校関係者、生徒及び保護者が、ハイチ国側実施機関（MENFP、

DDE 及び県 DPC）より作成される各校のハザードマップの整備・公表により、災害時避

難経路、避難方法、避難施設位置について理解する。 
 ハイチ国側実施機関（MENFP、DDE 及び県 DPC）は、計画対象校において、必要に応じ

避難訓練を実施する。 
 

(4) 成果達成度の確認方法 

1） 学校施設維持管理及び保健・衛生に関する教育と啓発 

直接の受益者である生徒に対するアンケート調査や父母会、コミュニティ、学校管理者及

び教職員に対するインタビュー調査、また施設運営状況の目視を行う。 

保健・衛生に関する教育と啓発については、父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職

員に対し、手洗い励行状況をインタビュー調査し、トイレ便槽の汲み取り、清掃活動による

施設内の保健・衛生状況を目視する。 

中央県及びアルティボニット県 DDE が作成するモニタリング・マニュアルを参照し、作

成した学校維持管理及び保健・衛生管理マニュアルが配布された学校数及び両県の全学校数

に対する割合、マニュアルにより維持管理及び保健・衛生管理が適切に行なわれた学校数及

び両県の全学校数に対する割合を比較する。 

2） 防災教育と意識啓発 

DPC 職員や学校教職員、生徒及び保護者を対象とした防災ワークショップにおいて、イン

タビュー調査やアンケート調査を実施し、彼らの理解度を調査する。 

 

(5) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

本ソフトコンポーネントの目標及び成果に対し、以下の活動を実施する。 

1） 共通事項 

① DDE 及び県 DPC（行政側）との協議 

コンサルタントは、本ソフトコンポーネントの実施にあたり、ソフトコンポーネントの狙

い、目的、実施内容、活動スケジュールについて行政側と協議し、双方が共通の理解を得る。 

行政側に学校及び父母会並びにコミュニティとは一定の関係が構築されており、連携が可

能である。よって、本ソフトコンポーネントは、施設建設が完了し、施設の引渡し後に開始

することとする。 

② タスクフォース及び維持管理・防災委員会の設置 

行政側は、ソフトコンポーネントの円滑な実施とソフトコンポーネント終了後の持続的運
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用を促進するため、タスクフォースを設置する。 

タスクフォースは MENFP 管轄下にある DDE が主体となり、学校側との連絡・調整を担

う視学官と防災を担う県 DPC とで構成する（図 1 参照）。 

同タスクフォースは、ソフトコンポーネントの実質的窓口となり、各学校においては、本

ソフトコンポーネントの実施・運営を担う父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員に

より構成される委員会の枠組みを利用し、維持管理・防災委員会（仮称）を設置する。タス

クフォースは、同委員会の運営サポートを行い、ソフトコンポーネント達成状況の把握、意

見交換、課題討議のため定期的な会合を主催する。タスクフォースは、2 年間を設置期間の

目途とし、委員会活動が軌道に乗るようモニタリングする。 

コンサルタントは、タスクフォースの解体後、DDE 及び DPC の既存部署が当該取り組み

を連携して実施するよう促す。 

図 1 ソフトコンポーネント実施体制図 

③ 対象校に対する事前説明 

タスクフォースは、コンサルタントと協議しながら、全対象校 13 校の父母会、コミュニ

ティ、学校管理者及び教職員に対して、ソフトコンポーネントの意義と維持管理・防災委員

会（仮称）設置のための事前説明を行い、建設された施設内容、建設校舎視察、施設維持管

理、保健・衛生管理、防災活動及び資金管理等に関するワークショップの開催における協力

を依頼する。 

2） 学校施設維持管理及び保健・衛生に関する教育と啓発 

持続的かつ円滑な施設維持管理及び保健・衛生活動が確実に行われるよう、本ソフトコン

ポーネントは以下の活動を実施する。 

① タスクフォースによる施設維持管理及び保健・衛生管理マニュアルの作成 

タスクフォースは、父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員が主体的に各学校の維

持管理改善に関わる体制が整備されることを目的とし、維持管理及び保健・衛生管理マニュ

アルを作成し、行政手続きを経て公文書化を支援する。 

マニュアルには、過去の維持管理及び保健・衛生管理活動に関し、父母会、コミュニティ

及び学校側の意見を反映させ、トイレ、給水・水の使用、保健・衛生に関する設備維持管理

教育職業訓練省 

（MENFP） 

県教育局 

（DDE） 

学 校 

コミュニティ父母会 学校管理者・教職員

委員会 

県市民保護局 

（DPC） 

県教育局 

各学校担当視学官 

維持管理 

保健・衛生管理 

マニュアル 

 

防災総合資料 

全対象 13 校に拡大

タスクフォース 
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事項を含める。 

また、対象校の父母会、コミュニティ、学校管理者及び教職員が、維持管理の必要性及び

学校施設維持管理計画・資金計画の重要性を理解するよう、マニュアル内に施設維持管理に

必要となる資金の調達・管理計画が立てられるフォームを設ける。維持管理・防災委員会に

より維持管理資金の調達・管理の継続が容易となるように、一年毎の調達計画及び収支管理

を表形式にまとめる。 

② タスクフォースによる施設維持管理モニタリング・マニュアル作成 

タスクフォースは、コンサルタントと協議し、維持管理及び保健・衛生管理活動のモニタ

リングを行うためのマニュアルを作成する。コンサルタントがモニタリング・マニュアルの

原案を作成し、それに基づきタスクフォースのイニシアティブを引き出しながらタスクフォ

ースがモニタリング・マニュアルのドラフトを作成する。コンサルタントは、ドラフトを確

認し、タスクフォースと共にモニタリング・マニュアルを完成させ、MENFP 及び DDE を

通じ公文書化を支援する。 

③ タスクフォースによるモデル校におけるワークショップ 

ワークショップでは、コンサルタントが中心となって施設構造を説明し、それに伴う施設

維持、保健・衛生、資金、資機材等の実施管理及び計画管理の具体的手法の説明、維持管理

計画及び資金計画の必要性を指導する。タスクフォースは、ワークショップ後の各校の改善

実施を支援する。 

④ 施設維持管理モニタリング 

コンサルタントは、施設引渡しから 1 年が経過した際に実施される瑕疵検査時に、全対象

校に対してモニタリングを行い、施設維持管理状況（施設損壊の有無、便槽及び家具並びに

設備の状況等）をタスクフォースに報告する。また、日本側施設供与以降の施設維持管理の

状況や問題点を把握し、タスクフォースに対して今後の維持管理方法の方向性について提案

する。 

3） 防災教育と意識啓発 

持続的かつ円滑な防災教育と意識啓発活動が確実に行われるよう、本ソフトコンポーネン

トは以下の活動を実施する。 

① ハザードマップの作成 

タスクフォースは、防災の観点から各対象校の周囲 2km ほどの地域の危険性（土砂災害、

洪水災害、風害等）をハザードマップにて表し災害時の避難場所と避難経路を提案し、それ

が DPC による承認を受けた後に、防災教育として住民への啓発を実施し、コミュニティの

防災に対する意識向上や防災活動の活性化及び災害時における学校の用途、利用方法の確認

を行う。図 2 にハザードマップのイメージを示す。 
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図 2 ハザードマップのイメージ 

② モデル校（2 校）におけるワークショップ 

コンサルタントは、学校及び周辺地域において発生しうる災害を分かりやすく示した防災

総合資料を作成し、タスクフォースと共に最終化した後、ワークショップでその活用方法を

委員会に説明する。またタスクフォースに対し、避難計画の策定に関する情報を提供する。 

また、全対象校において建設校舎を中心とした災害時の避難場所や避難経路及び周辺建物

の安全性等を表した避難計画書を作成し、DPC による承認の後に生徒や保護者に周知する。 

③ 避難訓練の実施 

2 校のモデル校でのワークショップ開催時に、地域の DPC 担当職員及び訓練実施校の生徒

並びに近隣計画対象校の維持管理・防災委員会及び生徒代表数名を対象として、各モデル校

において発生する頻度の高い災害種を考慮し、災害種に応じた施設からの一時避難及び避難

施設への避難経路把握のための避難訓練を実施する。 

タスクフォースは、モデル 2 校での避難訓練実施後、各校の維持管理・防災委員会に対し、

同様の避難訓練を各校にて実施し、基本的な防災知識を得て、災害種毎のリスクを正しく認

識し、災害種に応じた避難計画策定し、自主的に避難訓練を実施するよう促す。 

 

(6) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 
本ソフトコンポーネント活動は、防災型教育施設の良好な運営のために施設維持管理、保

健・衛生及び防災教育に係る技術指導が要されるため、当該技術の概念を持つ日本人コンサ

ルタントのソフトコンポーネント担当（施設維持管理 1 名、保健・衛生教育 1 名及び防災教

育 1 名）が監督し、行政側と連絡・協議し、対象校に対するオリエンテーションやワークシ

ョップ等の直接指導を行う。尚、ソフトコンポーネントのスムーズな実施にあたっては、父

母会、コミュニティ、各学校との綿密なコミュニケーションが必要であり、通訳を兼務する

現地傭人の活用が要される。 

本ソフトコンポーネントの活動を有効的且つ効率的に行うためには、ハイチ国側にタスク

フォースを設置する必要がある。タスクフォースは現地側関係者が活動について十分に理解

できるよう支援する。また、維持管理・防災委員会に対し、施設建設後の維持管理、保健・

衛生管理及び防災活動をモニタリング及び指導する。同タスクフォースは、MENFP 中央県

及びアルティボニット県 DDE を中心にし、設置期間 2 年間を目途とする。タスクフォース

は、DDE より各県 1 名及び県 DPC より各県 1 名並びに各計画対象校担当の視学官（各校 1
名）で構成される。 

また、表 2 のような役割分担とする。 
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表 2 ソフトコンポーネント活動役割分担 

担当 
日本人コンサルタント ハイチ国側実施機関 

 活動 

本計画の組織 
3 名（維持管理、保健・衛生教育、防

災教育） 
各県タスクフォースメンバーの選定 
維持管理・防災委員会の設置 

本計画の運営方法 
全体の進捗状況の管理 
業務全体の管理 

対象校へ連絡・指示 

維持管理及び保健・衛生管理マニ

ュアル 
防災総合資料 

原案作成 作成 

本計画内容のオリエンテーション

（事前説明） 

管理・指導 

開催準備・説明、開催 

ワークショップ 開催準備・説明、開催 

モデル校見学 主催・案内・進行 

フォローアップ 
対象校への連絡指示 
対象校でのワークショップ 

モニタリング・マニュアル 原案作成 作成 

報告先 
ハイチ国 MENFP、内務・地方行政

省 、 在 ハイ チ 日 本 国 大 使 館 及 び

JICA ハイチフィールドオフィス 
日本人コンサルタント 

その他 行政側との協議 
各対象校維持管理、保健・衛生活動及

び防災活動の監理・指導 
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(7) ソフトコンポーネントの実施工程 

図 2 の実施工程とする。 

関係者及

び役割 
活動内容 

国内

作業
現地 1 月目 現地 2 月目 

人

月

(※)1 2 1 2 3 4 1 2 3 4

施設維持

管理 
施設維持管理マニュアル原案作成           

1.33
ワークショップ開催準備           

ワークショップ開催           

モニタリング・マニュアル原案作成           

保健・衛

生教育 
保健・衛生管理マニュアル原案作成           

1.33

ワークショップ資料作成、ワークシ

ョップ開催準備 
          

ワークショップ開催           

モニタリング・マニュアル原案作成           

防災教育 防災総合資料作成           

2.0

ハザードマップ作成           

避難計画作成、避難訓練フォーム作

成 
          

ワークショップ開催準備           

ワークショップ開催           

避難訓練実施           

モニタリング・マニュアル原案作成           

行政側 タスクフォースの設置            

維持管理・防災委員会設置           

施設維持管理及び保健・衛生管理マ

ニュアル最終版作成 
          

ワークショップ資料翻訳・印刷           

ワークショップ開催           

モニタリング・マニュアル原案及び

最終版作成 

          

モニタリング実施           
※人月：日本人専門家の業務実施人数及び期間。 

図 2 ソフトコンポーネント実施工程 

(8) ソフトコンポーネントの成果品 

本計画のソフトコンポーネント実施により得られる成果品は次の通りである。 
1) 維持管理、保健・衛生管理マニュアル*（各学校、行政側） 
2) 発生が予想される災害の説明や防災の一般事項を記述した防災総合資料、ハザードマッ

プ*、避難計画書*、避難訓練実績書及び避難訓練の様子を撮影したビデオ（各学校、行

政側） 
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3) 施設維持管理モニタリング・マニュアル*、保健・衛生教育モニタリング・マニュアル*
及び防災教育モニタリング・マニュアル*（行政側） 

4) タスクフォース活動実績表：支援実施内容、活動校数、受講参加者実績数（行政側） 
5) ソフトコンポーネント完了報告書：活動計画と実績、計画した成果と成果の達成度、成

果の達成度に影響を与えた要因、効果を持続・発展させるための課題、成果物 
*いずれもコンサルタントがこれをドラフトないし先方による作成を支援した後、先方によって公式文書として決裁 
プロセスが開始された最終ドラフトを成果品とする。 

 

(9) 相手国機関の責務 
1) 教育省職業訓練省（MENFP）、本ソフトコンポーネント実施に協力するタスクフォース

を設置する。 
2) タスクフォースは、各学校に維持管理・防災委員会（仮称）を立ち上げる。 
3) タスクフォースは、コンサルタントによる本ソフトコンポーネント実施のための資料作

成に必要となる執務室を用意する。 
4) タスクフォースは、ソフトコンポーネント実施対象校への連絡・指導等を行う。 
5) タスクフォースは、コンサルタントと協議し、維持管理、保健・衛生管理マニュアル、

防災総合資料、ハザードマップ及び避難計画書を作成の上、行政手続きを経て公文書化

を支援する。 
6) タスクフォースは、コンサルタントと協議し、モニタリング・マニュアルを作成する。 
7) タスクフォースは、定期的にモニタリングを実施し、その結果を学校側に通知する。学

校側は、それに基づき必要に応じて状況の改善をする。 
8) 各学校は、維持管理、保健・衛生管理マニュアル、ハザードマップ、避難計画に基き、

学校施設を適切に維持管理し、保健・衛生管理及び避難訓練等の防災活動を実施する。 
9) 各学校は、学校施設運営維持管理のため、父母会やコミュニティより維持管理費（概算

を表 3 に示す）を徴収し、積立て管理する。 
10) タスクフォースは、本ソフトコンポーネントを通じて得られた知見を、両県内の本計画

対象校以外の学校に対しても水平展開する。 
 

表 3 維持管理費用の概算（13 校分） 

項  目 数量 単位
単価 

（US$） 
金額 

（US$） 
年間金額 

（US$） 
備 考 

(1) 校舎鋼製建具塗装 1,650 ㎡ 10.00 16,500 1,650 1 回／10 年 

(2) トイレ鋼製建具塗装 750 ㎡ 10.00 7,500 750 1 回／10 年 

(3) 校舎外壁塗装 8,900 ㎡ 17.00 151,300 10,087 1 回／15 年 

(4) 校舎内壁及び天井塗装 15,300 ㎡ 14.00 214,200 14,280 1 回／15 年 

(5) トイレ外壁塗装 1,600 ㎡ 17.00 27,200 1,813 1 回／15 年 

(6) トイレ内壁塗装 1,250 ㎡ 14.00 17,500 1,167 1 回／15 年 

(7) 黒板塗装 198 枚 115.00 22,770 11,385 1 回／2 年 

(8) スチール手摺塗装 2,300 ㎡ 19.00 43,700 4,370 1 回／10 年 

(9) 太陽光発電設備 
（蓄電池交換） 

99 教室 2,500.00 247,500 24,750 1 回／10 年 

合  計  70,252 ／年 
注：上記「年間金額」は各項目の維持管理に掛かる 1 年間当たりの必要費用である。
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(10) ソフトコンポーネント費 

本ソフトコンポーネント費は、表 4 に示すとおりである。 

 

表 4 ソフトコンポーネント費 

費目 円換算金額（千円）

直接人件費 3,112

直接経費 5,402

間接費 4,576

合 計 13,090
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